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　前総合経営計画である第19次総合経営計画を策定した2021年度において、当社グループの各事業は新型コロナウイルス感染症の

影響を大きく受け、先行き不透明な状況でした。そのため、2023年度までの前中期経営計画期間においては「新型コロナウイルス 

感染症拡大による急激な事業環境の変化への早急な対応」を柱として、ローコストオペレーションや間接部門のダウンサイジング

といった経営基盤強靭化と不動産事業強化をはじめとする事業ポートフォリオ変革を中心に、各種取り組みを推進しました。

  鉄道、バス、ホテル事業におけるローコストオペレー
ションへの変革 
  京急グループ全体の間接部門のダウンサイジング化
  投資の峻別、保有資産の有効活用等による財務の
健全性確保 

  ワークスタイルの変化
  ライフスタイルの変化
  訪日外国人のさらなる増加
  リアルな体験を共有できるエンターテインメント需要の拡大
  人口減少・少子化・外国人労働力の増加

  超高齢社会の到来
  大規模自然災害発生リスクおよび防災・減災対応拡大
  地政学リスクの増大
  パンデミック経験による感染症流行リスクの認識
  脱炭素化・省資源化への急速な移行

  保有資産の組み換え等による不動産事業の強化 
推進

  取り組むべき事業への経営資源集中による収益構
造の変革 

京急グループの持続的発展に向けた 
事業構造変革による経営基盤強靭化

不動産事業強化をはじめとした選択と集中による 
事業ポートフォリオ変革

コーポレートサステナブル戦略
地域社会および京急グループの持続的発展に向け、ESGへの取り組みを経営のベースと位置付ける

エリア戦略
品川、羽田、横浜の「成長トライアングルゾーン」の
発展を支え、そのポテンシャルを推進力として

沿線を活性化する

事業戦略 
人口減少や生活様式の多様化をはじめとした
事業環境の変化に対応するための経営基盤
強靭化、事業ポートフォリオ変革に取り組む 

長期経営戦略 （長期ビジョン実現のための戦略） 

長期ビジョン（2035年度に目指す将来像）

中期経営計画 （2021～2023年度）

日本全国、そして世界とつながり、日本発展の原動力である品川・羽田・横浜を成長トライアングルゾーンと位置付け、 
国内外の多くの人々の生活と交流を支え、持続的に発展する豊かな沿線を実現する

新型コロナウイルス感染症の影響による急激な事業環境の変化への対応

事業環境認識

第19次総合経営計画骨子

経営目標と実績

成果

課題

年度 2021 2022 2023 計画値（2023） 2023実績対計画値

営業利益（億円）

35 108 280 230 +50

各事業におけるコロナ禍からの需要回復や計画以上にローコストオペレーションが寄与。
また、鉄道・バス事業における運賃改定や不動産事業における流動化を活用した資産回転の効果も大きい。

純有利子負債／EBITDA倍率 
（倍）

12.8 10.9 6.0 8.0以下  △2.0

営業利益の回復にともないEBITDAが計画を上回ったことに加え、投資・保有資産の峻別や高輪3丁目地区の土地の 
一部売却等により負債削減が順調に進捗。

第
20
次
総
合
経
営
計
画
を
策
定

経営基盤強靭化
テーマ 中期経営計画期間目標 進捗 評価

鉄道事業   定常的に2019年度比で30億円の費用削減   鉄道専属の営業費用30億円超の削減達成

バス事業   早期の黒字化   2023年度第1四半期時点において黒字化達成（2023年度 
通期においても黒字決算）

ホテル事業   2019年度比で、損益分岐点となる売上比率△13pt   損益分岐点となる売上比率（2019年度比）13pt超の削減達成

事業ポートフォリオ変革
不動産事業の強化   資産回転型モデルの確立等による不動産事業の拡大   流動化を活用した資産回転を着実に推進

収益構造変革   移動プラットフォーム、まち創造プラットフォームの連携 
施策の推進

  三浦エリアに続き、大田区エリア・川崎エリア・横浜都心部エリ
ア・金沢区エリアに新規エリアマネジメントプロジェクトを開設
  両プラットフォームが連携した各種取り組みを推進（平和島
周辺一体開発、京急川崎駅周辺一体開発等）

長期経営戦略につながる取り組み

品川エリア   品川開発事業の推進、都市計画・地元協議等の着実な推進・
早期着工

  高輪3丁目：土地区画整理事業の事業認可、掘削等工事を
推進したもののスケジュール遅延
  駅街区：東京都都市再生分科会が開催され、開発計画に関
する都市計画手続きの開始（2024年4月都市計画決定）

羽田エリア   羽田アクセスの強化、空港周辺宿泊インフラの強化等   羽田空港第1・第２ターミナル駅引上線整備事業の工事着手
  空港線沿線4館で861室体制を構築（京急 EXイン）

川崎・横浜エリア   発展するベイエリアと周辺地域との共生を目指したまちづくり・ 
開発計画の着実な推進

  各開発事業（横浜シンフォステージ・北仲通北地区Ｂ-1地区 
プロジェクト・横浜旧市庁舎街区活用事業・川崎新！アリーナ 
シティ・プロジェクト）の推進

三浦エリア

  エリアマネジメント：エリアマネジメント組織によるエリア 
価値向上 
  回遊性向上・活性化：各種施策の推進 
  各エリア拠点整備：城ヶ島・油壺・三浦海岸等の各エリアの 
整備

  三浦エリアのエリアマネジメント組織の拡大 
  三浦エリアの観光型MaaSの機能強化によるシェアオフィス
等のワーケーション対応や予約高度化およびおトクなきっぷ
デジタル化率の向上 
  従来施設をクローズし、城ヶ島や油壺等における共同事業
者との連携体制および事業計画が深度化、都市計画手続き
に関する協議や既存施設解体工事等が進展

ESG   ESG経営の徹底

  サステナビリティ基本方針を策定、推進体制整備
  TCFD提言に基づく開示情報の拡充
  サステナビリティ・リンク・ローンによる資金調達の実施
  執行役員賞与の評価項目の一部にESG指標を導入

  品川駅周辺開発事業において、スケジュールの遅延や物価高騰にともなう資材価格の高騰により、当初計画時に比べ収支が悪化する想定。
  「新型コロナウイルス感染症拡大の影響による急激な事業環境の変化への対応」を最優先に取り組んだため、中長期的な資本効率性の課題が残存。

第19次総合経営計画の振り返り

長期経営戦略につながる取り組み 
  品川・羽田・横浜の「成長トライアングルゾーン」を沿線活性化の推進力とする取り組み 
  品川エリア： 「品川の顔となるまちづくり」「沿線にシナジー効果を波及させるまちづくり」「交通結節点を活かした新たな交流

を生むまちづくり」を目指して、品川駅周辺開発事業を推進する 
 羽田エリア： 羽田空港の一層の機能拡張と国際化の進展に合わせ、空港機能の下支えを担うとともに、羽田周辺地域と空港の

発展とのつなぎ役となる
  横浜エリア： 横浜・川崎にまたがる京浜臨海部再編整備やエンターテインメント機能の集積により発展するベイエリアと周辺

地域との共生を目指したまちづくりを推進する
  郊外における居住・レジャーに対する価値観の変化に合わせた「都市近郊リゾートみうらの創生」の推進
  お客さま満足度向上に努め、お客さまに選ばれる京急グループの実現
  経営に重大な影響を及ぼす恐れのあるリスクを回避・最小限にとどめ、顕在化したリスクを最小化するリスクマネジメントの徹底
  地域社会および企業価値向上のため、事業を通じたESG経営の徹底

成長戦略
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相互価値共創のスパイラルアップ

　第19次総合経営計画の進捗や事業環境認識・当社グループの優位性等を踏まえ、第20次総合経営計画を策定しました。第20次

総合経営計画のもと、品川駅周辺開発事業等の大規模開発推進に向けた財務健全性確保の継続と資本収益性の向上および、 

「移動」と「まち創造」両プラットフォームにおける相互価値共創のスパイラルアップによる新しい価値の実現を目指していきます。第20次総合経営計画の全体像

沿線価値共創戦略

長期ビジョン （2040年度に目指す将来像）

サステナビリティ推進方針

経営基盤重点項目

前中期経営計画期間

拠点整備や生活支援を行い、 
移動のきっかけや人の流れの需要を創出する

まち創造プラットフォーム
あらゆる交通手段の最適化を行い、 

まちの価値向上と沿線範囲の拡大を実現する

移動プラットフォーム

「移動」と「まち創造」2つのプラットフォームが織りなす 
相互価値共創のスパイラルアップにより持続的に発展する沿線を実現する

社会価値・企業価値向上の推進

企業価値創出の基盤となる経営資本強化

事業構造変革 財務マネジメントの 
強化顧客視点の徹底 人的資本経営の 

推進

  ライフスタイルの変化に応じたダイヤ編成および二次交
通再編 
  インバウンド等観光アクセス強化および沿線目的地への
流入促進 
  デジタル活用による高付加価値提供

その他の取り組みキーワード 
#駅機能高度化
#回遊性向上

#ブランディング 
#ターゲティング 

#次世代メンテナンス促進
その他の取り組みキーワード 
#地域既存ストック活用
#水辺のライフスタイル実現 

#自然との共生 
#多様性尊重・地域コミュニティ

  主要駅での多機能複合都市開発と駅を中心とする面的
まちづくりの実現 
  デジタルとリアルが融合したまちづくり 
  ワーク・観光・スポーツ等の多様な「住／働／楽／学 
コンテンツ」の導入

20242023 2025 2026 2040

重点事業展開

品川・羽田・横浜の「成長トライアングルゾーン」と各エリアとの相互連携により、 
沿線の発展・活性化を図る

350億円

 営業利益
 投資額
 ROE
 純有利子負債／EBITDA倍率

高輪3丁目地区
投資本格化  安定稼働

品川駅街区
投資本格化  安定稼働

成長戦略

長期経営方針期間

8%以上
中期経営計画期間

 P.33～P.37  P.38  P.39  P.55～P.57

6% 
以上

7倍台
以下

品川駅周辺開発の本格化期は
一時的に7倍台を超える水準を想定
（開業後に7倍台以下に回復）

上大岡

横須賀
中央

金沢
文庫 

京急
川崎

京急
蒲田

横浜

三浦

羽田

品川

都市近郊リゾートみうらの創生
  眺望・食と文化・自然環境を活かし
たアクティビティを通じた、目的型滞
在が可能となるコンテンツの発掘

  観光ディスティネーションとしての魅
力向上

沿線全体の持続的発展を牽引する
品川駅周辺まちづくりの推進
  高輪3丁目地区開発の開業および 
安定稼働

  えきとまちをつなぐ複合機能を持つ
駅街区地区開発の順次開業

日本の玄関口・羽田空港の 
ポテンシャル最大化・活用
  品川駅の2面4線化と合わせ、羽田
空港第1・第2ターミナル駅引上線 
整備による輸送力増強

  羽田空港利用者ニーズを充足させる
羽田周辺エリア活性化

川崎・横浜におけるまちづくりの 
推進
  川崎新！ アリーナシティ・プロジェクト
等の駅前大規模開発 
  横浜ウォーターフロントでの大規模 
開発

持続的で豊かな郊外生活圏における
まちづくりの推進
  多世代共生まちづくりによる定住人口
増加 
 子育てしやすいまちづくりの推進

沿線に中核拠点を複数揃えた 
多極型まちづくりの推進

  2つの最重要拠点「デュアルコア（品
川・横浜）」と2つの玄関口「デュアル
ゲートウェイ（品川・羽田）」を活かし
た多極型まちづくり 
  沿線各所に「住／働／楽／学」が 
揃う中核拠点を構築するとともに、 
多様な移動需要への対応を図る



目的地・
人の流れ

・地縁を
つくる

拠点の価
値を上げ

る・事業
エリアを

拡げる

顧客価値の変化
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成長戦略

沿線価値共創戦略
　「鉄道会社」や「デベロッパー」の枠を超えた地域事業者や自治体等の沿線全体で価値を共創する「ローカルプラットフォーマー」

として、社会課題や価値観の多様化に、「移動」と「まち創造」プラットフォームの相互価値共創※のスパイラルアップによって 

新しい価値を創出することで対応し、地域と当社グループの持続的な発展を目指していきます。
※  相互価値共創とは、「移動プラットフォーム」があらゆる交通手段を用いた移動環境の最適化を通じてまちの価値向上と沿線範囲を拡大する一方で、「まち創造プラットフォーム」が都市機能の更新や 
生活支援を通じて、地縁や移動のきっかけ、人の流れの需要創出を図ることで、相互の事業への相乗効果を最大化し、新しい価値を生み出すことを意味します。

ストレスのない
多様な移動ができるまち

誰でも健康的な
ライフスタイルが
実現できるまち

自然に囲まれた
スローライフが
実現できるまち

地域コミュニティ活動に
参画できるまち

自分らしい
過ごし方・ 働き方が
できるまち

拠点駅を中心に
住／働／楽／学が揃うまち

イノベーションが生まれ
先端技術を 
体験できるまち

歴史や文化を
大切にするシビック
プライドが高いまち

1  投資とリターンを繰り返すことで、他事業の原資となるキャッシュやノウハウを蓄積する事業　　 2  安定的なキャッシュを創出し続ける事業 3  社会的便益性が高い取り組みを行い、地域貢献する事業　　 4  好意的なイメージをブランドとして定着させるため、地道に長期的に取り組むテーマ性の高い事業

地域との共創活動を活性化させる「 プロジェクト」

「移動」「まち創造」各プラットフォームの事業方針と施策のポイント

ライフスタイルの変化に応じたダイヤ転換 
および二次交通再編
＃地域内輸送 ＃地域交通 ＃モビリティハブ 
＃シェアモビリティ ＃MaaS ＃効率化

インバウンド等観光アクセス強化および 
沿線目的地への流入促進
#外国人 #インバウンド対応 #多言語対応 #MaaS 
#宿泊旅プラン #地域周遊

地域拠点・環境対応・防災など駅機能の 
高度化
#カーボンニュートラル #自律移動ロボット #駅保育 
#気象予測 #帰宅困難者

回遊性を高める鉄道・地域資源の 
コンテンツ化
#地域密着イベント企画・列車 #地酒・地野菜 
#娯楽・レジャー #鉄道ファン #街歩き

京急および沿線地域の魅力を伝える 
ブランディング推進
#デザイン経営 #地域活性化 #駅別ブランディング 
#まちづくり

子育て世代等ターゲットを明確にした 
移動サービス展開
#ファミリー #女性向け #高齢者 #外国人 
#快適な移動 #ユニバーサルデザイン

デジタル活用による高付加価値提供と 
さらなる効率化
#自動運転 #人流測定 #5G・6G #通信技術 
#遠隔監視システム #非常時対応

デジタル活用による持続可能な 
次世代メンテナンスの促進
#AI #オペレーション効率化 
#車両・線路メンテナンス #データ解析

移動プラットフォーム

主要駅周辺での住／働／楽／学が 
充実する大規模開発の推進
#多機能複合都市 #シンボリック #空間設計 
#モビリティネットワーク

駅から広がる面的なまちづくりの推進
#商店街・裏通り活性化 #高架下活用 #夜間営業 
#シェアモビリティ #マルシェ

歴史的建物や公共施設等の 
地域既存ストックを活かしたまちづくり
#空き家・空き店舗活用 #リノベーション 
#子育て世代流入 #地元ニーズ

デジタルとリアルが融合したまちづくり
#マーケティング #デジタルツイン #仮想空間 
#バーチャルイベント

水辺のライフスタイルの実現を通じた 
沿線イメージの確立
#河川空間活用 #海沿い空間活用 #水上交通 
#シーサイドリゾート

自然と共生した環境保全型のまちづくり
#自然のある暮らし #グリーンインフラ #農業体験 
#気候変動 #社有林活用

ワーク・観光・スポーツ等の多様な 
「住／働／楽／学コンテンツ」の導入
#コワーキング #ワーケーション #観光 
#スポーツ・eスポーツ #サブカルチャー

子育て世代・外国人・高齢者等の 
多様性を尊重する地域コミュニティ構築
#移住支援 #住み替え #多拠点居住 
#コミュニティ形成 #多様性尊重

まち創造プラットフォーム

 地域観光事業者
 沿線自治体
 スタートアップ
 大手企業

 きっぷ加盟店
 観光協会
 大学
 京急グループ

 子育て支援団体など

コミュニティ・仲間づくり 地域に「住／働／楽／学」をつくる 

newcalファミリー 
（約300団体） 

地域交流 
拠点 飲食店 ホテル･ 

キャンプ
シェア 
ハウス

シェア 
オフィス

子育てネットワーク 
Weavee 
（25団体）

地域の「移動」サービス

バス タクシー 鉄道 水上交通 レジャー 不動産 流通 生活サポート

京急沿線地域共通MaaS「 」

地域全体での共通商品化・経済圏形成 事業者共同でモビリティ拠点開発 

予約｜決済｜デジタルチケット｜スマートロック 
マルチモーダル経路検索

鉄道

シェア 
サイクル

公共施設・ 
公園など

電動 
キックボード 

店舗・飲食店・ 
観光施設など 

EV 
カーシェア 

未利用地 
オーナー

EV 
スクーター 

駐車場 
所有者

バス

 
タクシー

「移動 + 住／働／楽／学」を一元化 シェアモビリティで移動を便利に

地域の「住／働／楽／学」サービス

京急の「移動」サービス 一次交通

二次交通

シェアモビリティ 地域遊休不動産京急の「住／働／楽／学」サービス

（組織化）ファミリー3 （地域拠点整備）スポット4（MaaS整備）1 （モビリティ整備）モビリティパッケージ2

P

× 

マ
ッ
チ
ン
グ

「移動」と「まち創造」2つのプラットフォームの相互価値共創により新しい価値の実現を目指します

地域課題・社会課題

 P.31～P.32　 プロジェクト

マッチング■英文または和文のみで表記する場合のロゴ清刷集
※ロゴデータの左右の寸法は100mmになっています。

●英文のみでロゴ表記する場合（プロセスカラー）

●和文のみでロゴ表記する場合（プロセスカラー）

●英文のみでロゴ表記する場合（BL100%）

●和文のみでロゴ表記する場合（BL100%）

※こちらのロゴを使用する際には、広報課までお知らせください。

 P.3～P.4　新しい価値実現の先にある沿線の将来像「京急 Vision Map」（イメージ）

移動5
沿線PR 
ブランディング

まち５
水辺の 
ライフスタイル

移動6
特定ターゲット向け
移動サービス

まち６
自然共生・環境保全

移動7
高付加化・効率化

まち７
多様なコンテンツ 
導入

移動8
持続可能な次世代
メンテナンス

まち８
住み続けられる 
コミュニティ

移動1
ダイヤ・ネットワーク
を再編

まち1
主要駅周辺を 
多機能化

移動2
入口と目的地を 
つなぐ

まち２
駅からまちへ

移動3
駅機能を高度化

まち３
ストックを利活用

移動4
鉄道・地域資源 
コンテンツ化

まち４
デジタル× 
リアル融合

1

1

3

3

4

4

2

3

4

4

1

4

2

2

3

2
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成長戦略

　当社グループは新しい価値の提供に向け、「ローカルプラットフォーマー」として、地域住民や事業者、自治体、教育機関等、沿線

全体での価値の共創を推進しています。そのために、地域に根差した活動をつなぎ、続けていく取り組みが「newcalプロジェクト」

です。newcalプロジェクトでは、「移動」と「まち創造」の両プラットフォームのもと、「MaaS整備」「モビリティ整備」「組織化」

「地域拠点整備」を推進することに加え、これらを一元化したサービスである「EaaS（Ensen as a Service）」を提供していきます。

沿線価値共創戦略

「 プロジェクト」
エリアマネジメントを推進する地域

  2023年度までに、5つのエリア（三浦、おおた、横浜、
川崎、かなざわ）でエリアマネジメントを展開

  2024年度に品川・上大岡エリアでのエリアマネジ
メント活動「品川newcal」「上大岡newcal」を開始

　京急沿線のモビリティや観光アクティビティ、シェアオフィス、お
トクなきっぷ等がシームレスに予約決済可能なほか、シェアモビリ
ティ等を経路検索結果に反映するマルチモーダル経路検索機能
や、京急バスのバス接近情報機能を搭載したサービスを提供して
います。このMaaS基盤を軸に、デジタルサービスとリアルサービ
スを融合するとともに、既存デジタル基盤の統合を通じた、京急沿
線地域の経済圏の確立や相互誘客を図っていきます。

　沿線各エリアの地域産業を創出するため、エリアマネジメント組
織「newcalファミリー」を展開しています。京急グループ、地域事業
者、自治体、教育機関、スタートアップ等、さまざまな団体が連携し、
エリアごとの課題の共有や活性化に向けた施策の実施等を行って
います。また、子育てサークルやコミュニティ団体などで構成された
京急沿線子育て応援ネットワーク「Weavee（ウィービー）」も運営
しており、子育てしやすい沿線環境の整備も図っています。

　駅から先の二次交通として、シェアサイクルや電動キックボード、
EVスクーター、小型EV、カーシェアなどのモビリティ拠点を駅周
辺だけでなく、自治体や各地域の事業者と連携して整備することで
利便性の向上を図っています。またシェアモビリティに限らず、グ
リーンスローモビリティの実証実験や交通課題を抱える地域にお
ける乗合型輸送サービスの展開等、各種取り組みを推進しており、
京急沿線をモビリティ先進地域にしていきます。

　沿線のあらゆる拠点において自然発生的に賑わいが生まれ、人が
集まるエリアに発展することを目的に、拠点整備を推進しています。
八丁畷駅前には「Park Line 870」、金沢文庫駅付近には「よりみち
ガーデン」、屏風浦駅前には「屏風浦つながるステーションB」、三浦
海岸駅前には「三浦海岸駅前ひろば（仮称）」を開設しており、新た
な賑わいやまちづくりの担い手などが生まれる基盤を整えるととも
に、まちづくりに向けた実証の場として活用しています。また、newcal
ファミリーとともに、各事業者のリソースを活用した事業化支援や事
業化マッチングを行っています。

成果
地域共通の予約決済基盤構築、デジタルきっぷ導入等に
よりMaaSレベル3まで一部構築済み

今後
MaaS会員数（2024年2月）13万人
 （2026年度目標）15万人

成果 エリアマネジメント組織「newcalファミリー」、京急沿線
子育て応援ネットワーク「Weavee」組織化

今後
「newcalファミリー」（2023年度末）343団体

 （2026年度目標）400団体

成果
シェアモビリティポートを共同開拓、グリーンスロー
モビリティ（地域交通）や水上交通の実証実施等

今後
地域と共同で設置したポート数（2023年度末）92拠点
 （2026年度目標）累計150拠点

成果 沿線5か所に地域交流拠点を設置し地域と運営、古民家
ホテルなど地域とともに事業創出

今後
地域とともに整備した拠点数（2023年度末）15拠点
 （2026年度目標）累計30拠点

移動プラットフォーム
（モビリティマネジメント）

各事業者をシームレスにつなげ、新しい移動サービスを提供する 約300団体のプレイヤーを束ね、地域産業の活性化を目指す

便利なモビリティ拠点を拡充して、駅から先の移動を便利にする 地域資源を活用した交流拠点や滞在拠点の充実を図る

まち創造プラットフォーム
（エリアマネジメント）

newcal MaaS（MaaS整備） newcal ファミリー（組織化）

newcal モビリティパッケージ（モビリティ整備） newcal スポット（地域拠点整備）

新規事業の創出モビリティをMaaSでつなぐ

EaaS
（Ensen as a Service）
ローカルプラットフォーマーとして 
提供する地域と一元化したサービス
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成長戦略

　第19次総合経営計画における中期経営計画期間において、新型コロナウイルス感染症拡大によって人流が限定され、当社グ

ループの各事業は大きな影響を受けました。また、従前から課題として認識していたライフスタイル・ワークスタイルの変化や価値

観の多様化等が一気に社会に普及し、常態化・一般化しています。社会環境が変化しても社会価値・企業価値の向上に資する事

業を持続的に提供し続けるべく、その一環として、取り組むべき事業への経営資源集中や事業環境の変化に合わせたオペレー

ション変革等といった事業構造変革を推進します。

事業ポートフォリオの変化における考え方・イメージ（営業利益）
第19次総合経営計画以前から取り組んでいる不動産事業の強化を継続し、品川駅周辺開発事業の進展にともない、

不動産事業を鉄道事業に並ぶ第2の柱にすることに加え、長期的には新規事業も含めて企業価値向上に資するポートフォリオの構築を目指します。

事業構造変革

長期

高輪3丁目地区開業後安定稼働時

2026年度

コロナ前

KEIKYU ACCELERATOR PROGRAM 
　2017年の開始以来、実証実験17件、事業化3件、資本提携2件を実現し、スタートアップ企業との
オープンイノベーションを推進、価値共創に向け取り組んできました。2023年度にリニューアルし、「移
動」と「まち創造」２つのプラットフォームの未来に向けた16のテーマ（方針）を公開、幅広い共創パー
トナーとともに新たな価値創出を目指す常時募集・常時推進型のオープンイノベーションプラットフォー
ムへと進化しました。リニューアル以降、複数の事業共創を実現しています。

　テクノロジーの発達や生活様式の変化にともない、対応すべき課題や必要とされるニーズが増えてきています。 
これらの課題・ニーズは、普及や入れ替えのスピード、多様性およびその規模を踏まえると、1社で解決・充足させる
ことは難しいものであると認識しています。
　ビジョンや課題意識を共有したうえで、外部パートナーとともに当社グループが持つさまざまなアセットや特色ある
沿線地域の資源を最大限活用し、課題解決に向けた事業の可能性を模索することで、新しい価値の創造を目指します。
　このほか、当社グループ社員起点での新規事業育成プログラム「ICHIRYU（一粒）」を実施し、社員一人ひとりの
気づきや想いの種を育むことで、当社グループの未来の「新しい価値」を生みだす事業の実現を目指します。

取り組むべき事業の選定・新規事業の創出（イメージ）

新規事業

移動プラットフォーム

抜本的な再編

まち創造プラットフォーム

  グループシナジーを創出するM＆A 
  事業ノウハウ等の知財の活用 
  社内からのイノベーション推進【ICHIRYU（一粒）】 
  新しい価値創出を目指す外部パートナーとの共創  
【KEIKYU ACCELERATOR PROGRAM】 
  海外を含む沿線外での事業展開 など

以下のような事業を精査のうえで再編 
  沿線価値共創への貢献度が低い 
  資本効率性・成長性が低い

事業
A

事業
A

事業
B

事業
B

事業
...

事業
...

事業
C

事業
C

沿線価値共創・企業価値の向上につながる新規事業の検討

約55%

約50%

約40%

約15%

約30%

約40%

成長戦略

事業構造変革

取り組むべき事業への経営資源集中
　「移動」と「まち創造」プラットフォームの相互価値共創に資するかどうか、また高い資本収益性・成長性が見込めるかどうか等の 

観点に基づき、外部パートナーとの連携も視野に入れたうえで、取り組むべき事業の選定および新規事業の創出に取り組んでいきます。

第1期（2017年～2018年） 第2期（2018年～2019年） 第3期（2019年～2020年） 常時募集型（2024年2月～）

テーマ 次の120年に羽ばたくイノベー
ション

モビリティを軸とした豊かなライ
フスタイルの創出　～テクノロ
ジーとリアルの融合による地域
連携型MaaSの実現～

“withコロナ”、“afterコロナ”時代の新たなモビリ
ティとライフスタイルを生み出すイノベーションの
創出

「移動」と「まち創造」2つのプラット
フォームの未来に向けた新たな価値の
共創

事業共創を 
進めた企業数 7社 5社 10社 3件　※ 2024年9月時点

事業共創のうち、
特に優れた事業 
アイデア 
（受賞事業）

  タクシーで同じ方向に行きた
い人同士をつなげる相乗り
マッチングサービス
「nearMe.」
  荷物一時預かりシェアリング
サービス「ecbo cloak （エクボ
クローク）」

  三浦半島の魅力を再発見するローカル徹底特化
型観光プラットフォーム構築
  オープントップバス×VR／ARによる新たな観光
スタイルの開発
  SNS上に流れる京急沿線に関連する情報等の
有効活用
  三浦半島におけるキャンピングカーを活用した新
しい観光体験の提供
  駅周辺における可動式ポップアップ店舗の展開／
京急百貨店におけるポップアップ区画の導入検討

  Web3.0／ブロックチェーン技術を活
用した鉄道デジタルコンテンツNFT販
売（シンシズモ㈱）
  沿線在住外国人と中高生との国際交
流プログラム販売（Helloworld㈱）
  羽田空港での訪日外国人向け手荷物
当日配送サービス展開（ecbo㈱）

前総合経営計画期間から取り組んで
きた不動産事業の強化に継続的に
取り組み、交通事業に並ぶ利益の柱
とする変革を推進

不動産 
事業

鉄道事業における次世代型オペレー
ション（ワンマン運転等）を推進し、 
長期的に資本収益性を高めながら、
引き続き利益の柱としていく

交通 
事業

 交通事業　
 不動産事業　
 レジャー・サービス事業　
 流通事業　
 その他の事業

その他の資本効率性・成長性が高い事業については、沿線価値共創戦略を推進する土台として展開

不動産事業の強化に加え、 
新規事業を含めて 

企業価値の向上に寄与する
ポートフォリオを構築

担当者からのコメント

京浜急行電鉄株式会社
新しい価値共創室（価値創造担当）
課長

木村 めぐみ

新規事業創出のための取り組み
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横浜市旧市庁舎街区活用事業
　JR「関内」駅前、横浜スタジアムに直結の大規模プロジェクト。「新旧融合」
を特色に、次世代の横浜を象徴するエンターテインメント＆イノベーションの 
拠点となり、新たな感動と賑わいの源泉となるまちを創造。

成長戦略

事業構造変革

不動産事業の強化

YOKOHAMA SYMPHOSTAGE（横浜シンフォステージ）
　みなとみらい21中央地区における都市軸の結節点に立地した2棟からなる
複合施設。オフィスを主な用途としているほか、ウエストタワーの高層部には 
「京急 EXホテル みなとみらい横浜」、低層部にはヤマハ㈱の体験型「ブランド
ショップ」や店舗を含め、多機能が備わっている。また、建築物省エネルギー 
性能表示制度（BELS）の建築物全体評価で最高ランクである星5つを、さらに
オフィス部分では「ZEB Ready」認証を取得する等、高い環境性能も有している。

北仲通北地区B-1地区プロジェクト
　みなとみらい線「馬車道」駅より徒歩約２分に位置し、土地の二方を海に囲まれ
るウォーターフロントにて推進する大型複合開発事業。北仲エリアでは、賃貸住
宅、結婚式場、ホテル、商業施設、横浜市庁舎、都市型ロープウェイ等、さまざま
な機能が続 と々完成・開業しており、海沿いのプロムナードや広場とともに、賑わ
いや創造的活動を生み出す商業施設・オフィス、横浜都心の新たなライフスタイ
ルを生み出す居住機能等を整備し、横浜の一層のポテンシャルアップに寄与する。

　品川駅周辺開発事業等による安定収益源としての賃貸アセットを拡充させていくことをベースに、その他の多様なアセットの 

組み合わせと沿線内外のバランスを考慮することで、リスク分散と資本収益性向上を両立する資産ポートフォリオを目指します。また、

第19次総合経営計画からスタートした流動化を活用した資産の組み換えに加え、2024年7月にはアセットマネジメント 

事業に参入するべく新会社を設立しました。さらにマンション事業や多極型まちづくりにも資する駅周辺開発の展開を図ることで、

不動産事業を継続的に強化していきます。

　住宅用地の安定的な仕入れと在庫の管理を徹底することでマンション開発を継続的に推進し、着実に利益を確保 
していきます。

エリア 事業名 機能 共同事業者 延床面積（m2）
スケジュール（予定） 当社投資額

（億円）着工 竣工

品川
高輪3丁目地区開発 オフィス・MICE施設・商業・ホテル等 トヨタ自動車 約313,100 2025年度 2029年度（開業） 約2,400
泉岳寺駅地区第二種市街地再開発 住宅・オフィス・商業等 東京都、東急不動産 約110,000 2024年度 2031年度 約375
品川駅街区地区開発（駅上空ビル開発）　（注） 当社は南街区のみ オフィス・商業・ホテル・MICE施設・駅施設等 ̶ 約209,300 2025年度 2030年代 未定

羽田・蒲田 平和島駅前複合施設開発 検討中 ̶ 未定 検討中 未定

横浜・川崎

みなとみらい21中央地区53街区開発事業
「YOKOHAMA SYMPHOSTAGE（横浜シンフォステージ）」 オフィス・商業・ホテル等 大林組、日鉄興和不動産、ヤマハ、みなとみらい53EAST 約180,000 2021年度 2023年度 約250

横浜市旧市庁舎街区活用事業 オフィス・商業・ホテル等 三井不動産、鹿島建設、第一生命保険、竹中工務店、 
ディー・エヌ・エー、東急、星野リゾート 約130,000 2022年度 2025年度 約40

北仲通北地区B-1地区プロジェクト 住宅・オフィス・商業等 東急不動産、第一生命保険 約110,000 2023年度 2027年度 約140
川崎新！アリーナシティ・プロジェクト アリーナ・商業・ホテル等 ディー・エヌ・エー 約58,000 2027年度 2030年度 未定
京急川崎駅西口地区第一種市街地再開発計画 オフィス・商業等 ̶ 約85,000 2025年度 2030年度 未定

横須賀・三浦 若松町1丁目地区第一種市街区開発 住宅・ホテル・商業等 若松町1丁目地区市街地再開発組合、大京、勝総合開発、コンチェルト 約50,000 2025年度 2029年度 約30

駅周辺における開発（プロジェクト一覧）

フェーズ1
（前中期経営計画期間）

フェーズ2
（中期経営計画期間）

資産回転型モデルの確立 不動産事業の多角化※

SPC出資 保有資産 
売却

アセットマネジメント事業参入
（2024年7月 京急アセットマネジメント㈱設立）

再投資

（注）報告対象期間に竣工した物件を含みます。

※  アセットマネジメント事業の参入に加え、流動化（出資）事業を通じたアセット・リスク分散等

流動化を活用した不動産事業の強化・多角化 分譲マンション事業における安定的な利益の確保

不動産事業の
さらなる多角化・
グループへの波及へ

泉岳寺駅地区第二種市街地再開発
　地域を広域的に結節する機能を担っており、空港利用等の需要増加、さらに
は品川駅周辺の大規模開発やリニア中央新幹線の開業等にともない、重要性を
高めている泉岳寺駅。住宅や業務施設が入る駅直結型ビルを建設することで、
エキマチ一体のまちづくりに貢献する。
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  ワンマン運転拡大 
  信号自動制御化のさらなる拡大 
  スマートサポートシステム（非対面型駅 
窓口）の集中監視化

成長戦略 成長戦略

事業構造変革

鉄道事業の次世代型オペレーション 顧客視点の徹底
　前中期経営計画期間では、業務委託や修繕工事の見直し等といったローコストオペレーションを推進したことで、目標に掲げていた 

「鉄道事業における営業費用2019年度比△30億円」を達成しました。第20次総合経営計画においては、前中期経営計画期間で導入 

したスマートサポートシステムの拡大・集中監視化等といったオペレーション変革の継続強化に加え、ホームドア設置をはじめとする安全 

投資や羽田空港第1・第2ターミナル駅引上線整備、品川駅付近連続立体交差事業等の利便性向上により、安全確保と生産性向上を両立

する「人とデジタルの融合」を推進することで、社会環境の変化に持続的に対応できる事業構造を目指します。

　第19次総合経営計画以前から取り組んできた顧客視点の徹底の深度化に向けて、体制整備・人財育成を一層強化します。 

さらに、顧客情報の収集・分析を行ったうえで顧客ニーズを把握し、顧客体験価値の向上施策の実行とその効果検証のサイクルを

回すといった戦略的マーケティングを実現することで、意識・風土だけではなく、データに基づいた顧客視点も醸成していきます。

鉄道事業の営業利益・投資額推移イメージおよび次世代型オペレーションに向けた主な取り組み 顧客視点の徹底の全体像
　意識・風土改革に向けた体制整備・人財育成をベースに、グループ会社・各事業をつなぐマーケティングプラットフォームで 
得た顧客ニーズに基づく施策の実施を繰り返し行うことで、顧客ニーズの把握の精緻化と施策の質の向上を目指します。

お問合せ件数の推移
（件）

（年度）

134,386

69,616 76,144
91,108

101,332

顧客満足度（CS）の向上に向けた取り組み
　当社グループでは、グループ全社の総合窓口として「京急ご
案内センター」を設置しています。2023年度は101,332件
のお客さまのお声が寄せられました。また、当社サービスに対
する評価やお客さまのニーズを捉えるための顧客満足度調査
を毎年実施しており、2024年度に改めた非財務KPIにおいて、
「乗務員・駅係員の接客満足度」および「お客さまからのお問
合せ応対率」を新たに設定しました。今後もお客さまのお声を
集約・分析し、グループ内で連携のうえサービス改善を図るこ
とで、顧客満足度を向上させ、お客さまから選ばれる企業集団
を目指していきます。

2018
（コロナ前）

2023 2024 2025 2026 2030 2040

ローコストオペレーション

運賃改定

新型コロナ 
ウイルス 
感染症拡大

品川駅付近連続立体交差事業（事業完了 2029年度）

タッチ決済・磁気乗車券QR化にともなう駅務機器更新 
（中期経営計画期間）設置数：全駅、投資額：約73億円

羽田空港第1・第2ターミナル駅引上線整備（供用開始 2030年頃）

スマートサポートシステム※拡大
（中期経営計画期間）設置数：16駅、投資額：約15億円

中期経営計画期間

 営業利益（イメージ）
 投資額（イメージ）

移動プラットフォーム まち創造プラットフォーム

顧客視点の徹底グループ・事業を横断し、つなげる
マーケティングプラットフォームの実現

データ収集・分析

顧客の多様なニーズに応じたサービスの提供による
顧客体験価値の向上

顧客情報の一元化・可視化

（顧客情報の例）

  改札通過履歴 
  KQuick利用履歴
  デジタルチケット利用情報

  ポイント加盟店利用情報 
  ホテル予約・チェックイン履歴 
  流通施設購入商品履歴 
  住宅関連会員情報

  PASMO利用履歴 
  SaaSサイト閲覧情報

沿線価値共創を支える 
データを横断活用した 

サービス展開

次世代型 
オペレーションに向けた 

主な取り組み

  ワンマン運転導入 
  信号自動制御化拡大 
  スマートサポートシステム（非対面型駅窓口） 
拡大

  磁気乗車券のQR化 
  TBM（時間基準保全）からCBM（状態基準 
保全）への転換検討

顧客満足度およびお客さまからのお問合せに係る 
非財務KPI

指標 目標値 年度

乗務員・駅係員の
接客満足度

7.1Pt以上 2040年度

7.0Pt以上 2026年度

お客さまからのお問合せ
応対率 90%以上 毎年

（注） 詳細はP.24「非財務KPI」参照

TOP I C S

ホームドア設置
（中期経営計画期間） 
設置数：24駅、投資額：約142億円

ホームドア
計38／72駅設置 
（2026年度末時点）

ホームドア全駅設置完了
（2030年代初頭）

※ 新しい生活様式および将来の労働力不足に対応し、持続可能な鉄道事業運営を目的とする、駅務機器や駅設備の遠隔操作とモニターホンによる通話対応が可能なシステム。
（注）QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。



＜資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた現状分析＞ 
ROE・PBR等の指標推移に関する分析、投資家との対話等を定期的に実施し、自社の現状を客観的に把握したうえで、 

企業価値の向上に向けた対応に取り組む
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 2つのプラットフォームにおける位置付け

 強み
   さらなる成長・発展が期待される品川・羽田・横浜や、豊かな自然を有する三浦半島など、さまざまな特色を持つエリアを沿線
に保有

   長年築きあげてきたスキルやノウハウに裏付けされた安全・快適な移動サービスの提供

   鉄道・バス・タクシーの交通インフラを基盤とした、グループ他事業との相乗効果

 2023年度の主な取り組み
小児均一運賃の導入による鉄道・バスでのお出かけ応援
　当社グループでは、2023年度に「京急グループ子育て応援方針」を策定し、
沿線における子育て応援施策の強化を図っています。当社は2023年10月に、
京浜急行バスは2023年9月に運賃改定を実施し、ICカード乗車券利用時の小
児普通旅客運賃を全区間均一とし、鉄道は大人の初乗り運賃の半額である75
円均一※1に、京浜急行バスは100円均一としました。このたびの小児均一運賃
の導入により、子育て世代の家計負担を軽減するとともに、公共交通機関でのお

出かけを促進することで、沿線地域のさらなる活性化を目指します。
※1 空港線加算運賃25円は別途ご負担いただきます。

　移動需要の回復や鉄道・バス事業において実施した運賃改定により増収増益となった結果、2023年度の交通事業の営業収益は1,102
億2千5百万円（前年度比11.6%増）、営業利益は108億4千1百万円（前年度は営業損失7億7百万円）となりました。
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営業収益構成比※2 
（2023年度）

営業収益・営業利益または営業損失※3

（百万円）

鉄道輸送人員の推移
（千人）

鉄道運輸収入の推移
（百万円）

交通

不動産

流通

その他

レジャー・
サービス

  営業収益（左軸）　
 営業利益または営業損失（右軸）

  鉄道運輸収入（定期）　
  鉄道運輸収入（定期外）

  鉄道輸送人員（定期）（左軸）　
  鉄道輸送人員（定期外）（左軸）

 羽田空港2駅合計輸送人員（右軸）

　鉄道・バス・タクシーなど、複数の交通事業を展開する事業

者として、安全・快適な移動サービスを提供するとともに、生

活サービス等との連携による利便性の向上や高付加価値化を 

図ることで、誰もが利用しやすいシームレスな移動の実現を 

目指します。

※2 営業収益構成比は、調整前の営業収益で算出しています。
※3  営業収益・営業利益（損失）について、2021年度以降は「収益認識に関する会計基準」等を適用し、2020年度以前は適用していません。

成長戦略

事業別概況

交通事業

成長戦略

財務マネジメントの強化
　今後品川駅周辺開発事業をはじめとする大規模開発プロジェクトを控えており、それらの成長投資の着実な推進を図るための

財務健全性の確保と資本効率向上の両立を目指していきます。また、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けて、持続的

に株主価値を向上させるとともに株主還元を強化していきます。

2026年度 （高輪3丁目地区開業後安定稼働時） 長期

営業利益 350億円 財務健全性に留意しつつ
ROE8%以上
の実現を目指す

純有利子負債／EBITDA倍率 7倍台以下

ROE 6%以上

株主還元 安定的な配当を継続しつつ、利益水準に応じた
配当額の向上を図る（16円以上）

さらなる利益成長に応じて配当水準を 
引き上げる

自己株式取得 財務状況を勘案し、柔軟に自己株式取得を実施する

（注2） 純有利子負債／EBITDA倍率について、品川駅周辺開発工事の本格化にともない、2027年度以降は一時的に7倍台を超える水準を想定（開業後に7倍台以下へ回復）
（注3） 当面は品川駅周辺開発事業による投資負担が増加するが、鉄道事業における収益回復や将来的な利益成長を勘案のうえ、上記の方針のもと株主還元の強化を図る

移動プラットフォーム まち創造プラットフォーム相互価値 
共創

移動プラットフォームのコンテンツとして、まち創造プラットフォーム
との相互価値共創により、沿線における多極型まちづくりの実現に貢
献する

34.5%

  資本収益性の向上（ROICの向上） 
　    資本コストの的確な把握
　    事業別のROIC-WACCの管理
　    事業別WACCをベースにした投資基準の設定
　    事業・収益物件等の取捨選択 
　    事業構造変革の着実な実施 
　    政策保有株式の継続的な縮減

   収益性・資本構成を意識した事業資金の創出と調達
   変容する資産・収益性を踏まえた事業・資本構成の見直し

  資本構成の継続的見直し 
（財務レバレッジの継続的見直し） 
　    有利子負債水準に対する方針 
　　 ・中長期的な財務健全性を維持 
　　   （原則として純有利子負債／EBITDA倍率7倍台以下） 

　    自己資本水準に対する方針 
　　 ・長期的なROE8%以上の実現 
　　 ・事業リスクに応じた保持すべき自己資本額の見極め

  株主のリスク低減
　    株式投資家・株主との対話や開示情報の充実等
を継続推進（情報の非対称性を是正） 

  中長期的な収益力強化
　    恒久的な成長に向けた成長投資・事業変革投資
の実行

　    サステナビリティの推進による持続可能な事業 
環境の実現

資本収益性向上に資する 
キャッシュフローアロケーションの構築

ROEの向上

PERの向上

ROE＝ROA（ROIC ± 調整（利益フェーズ変更・事業負債の加算））× 財務レバレッジ

PBRの 
向上

資本コストを意識した利益・キャッシュの創出 財務健全性に留意しつつ、負債を活用

営業キャッシュフロー、低収益資
産の売却、負債の適切な活用によ
り、 資本収益性のさらなる向上に
向け、 各種投資および株主還元を
実施 
（注1） 事業変革投資：
鉄道事業において、人口減少等の社会 
変化に対応し、鉄道輸送の収益性・持続
可能性を維持するための投資

営業CF 
・

 資産売却
CF

成長投資
 ・

事業変革 
投資
 ・

維持更新 
投資

借入
株主還元 小児均一運賃に関するPRポスター（鉄道）

121,024 80,072

482,187

78,553
51,950

334,90498,800
110,225

65,997
74,818

404,440
433,254

86,261
57,349

360,297

12,875

31,882

46,156

－21,434
23,79219,703－707

10,841

24,293 26,448

38,463
48,639

－9,954
23,497

24,944

2019 201920192021 202120212020 202020202022 20222022（年度） （年度）（年度）2023 20232023

48,189

28,157
41,703 48,370

33,851

BUS I N ESS  H I GH L I GHTS

企業価値向上の実現に向けた資本収益性の向上を目指す取り組みの全体像

重要経営指標と株主還元方針
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交通

不動産

流通

その他

レジャー・
サービス

　レジャー関連施設業では、観音崎京急ホテルの営業終了（2022年9月末）等にともない減収減益となりましたが、ビジネスホテル業で
は、稼働率・客室単価の上昇等により増収増益となりました。この結果、2023年度のレジャー・サービス事業の営業収益は299億2千2
百万円（前年度比9.3%増）、営業利益は45億6千8百万円（前年度比115.7%増）となりました。

営業収益構成比※1 

（2023年度）
営業収益・営業利益または営業損失※2

（百万円）

京急 EXホテル・京急 EXイン客室数と客室稼働率
（室） （%）

2019 20212020 2022 （年度）2023

 営業収益（左軸）　  営業利益または営業損失（右軸）  客室数（左軸）　  客室稼働率（右軸）
2019 20212020 （年度）2022 2023

　不動産販売業では、マンション販売・分譲土地の売却等により増収増益となり、不動産賃貸業においても、不動産ファンドからの配当収
入・賃貸オフィスビルの賃料収入増加等により増収増益となりました。この結果、2023年度の不動産事業の営業収益は606億5千1百万
円（前年度比19.9%増）、営業利益は96億6千万円（前年度比47.1%増）となりました。

※1 営業収益構成比は、調整前の営業収益で算出しています。
※2  営業収益・営業利益（損失）について、2021年度以降は「収益認識に関する会計基準」等を適用し、2020年度以前は適用していません。

※1 営業収益構成比は、調整前の営業収益で算出しています。
※2  営業収益・営業利益について、2021年度以降は「収益認識に関する会計基準」等を適用し、2020年度以前は適用していません。

BUS I N ESS  H I GH L I GHTSBUS I N ESS  H I GH L I GHTS

　沿線内外においてビジネスホテルやレジャー施設等の運営・ 

管理を行っています。お客さまに寄り添った価値・体験を提供

していくほか、外部事業者と協働し観光コンテンツの開発に

取り組むなど、地域の課題解決および価値向上に貢献します。

　不動産事業を鉄道事業に並ぶ第2の利益の柱へと成長させる

べく事業を拡大するほか、分譲・賃貸マンション、オフィス需要

への対応、複合ビル等の拠点整備などをバランス良く進め、

住みやすい・働きやすい沿線環境の提供に努めていきます。

 強み
  羽田空港近隣におけるビジネスホテルの展開

  都心部からの利便性が良く、風光明媚な魅力を有する三浦半島エリアでの事業展開

  沿線地域や地元事業者との良好な協力関係

  グループの不動産を活用した事業の展開

 2023年度の主な取り組み
 天然温泉平和島が「おもてなしセレクション2023」を受賞
　日本の優れた商品・サービスを世界に広めることを目的とした民間企業20社以上
で構成されるプロジェクト「おもてなしセレクション」において、京急開発が運営する天

然温泉平和島が「おもてなしセレクション2023」を受賞しました。外国人選定員によ
る現地での審査等を経て、おもてなしを感じるスタッフの接客や羽田空港へのアクセス

の良さ、施設の充実度などが評価されました。今後も、利便性の良さを活かした取り

組みや、顧客視点の徹底によるお客さまに寄り添った価値・体験を提供することで、急

増するインバウンド需要の取り込みをはじめ、選ばれる施設を目指します。

 強み
  長年培ってきた顧客との強い信頼関係

  都心部への好アクセス、駅チカなどの立地のポテンシャル

  不動産販売のノウハウ、スキルの保有

 2023年度の主な取り組み
鉄道車両の部品を利活用したリノベーション分譲マンションの販売
　2024年2月に販売を開始した「プライムフィット横浜富岡」は、企業社宅を一棟リ
ノベーション工事した分譲マンションで、一部住戸ではライフスタイルに合わせて複

数パターンから間取りを選択することができる物件です。また共用部には、引退した

鉄道車両の部品を利活用しており、集会スペース・ワークスペースのソファには車両の

「座席」を使用、さらに「網棚」を活用した飾り棚の設置等を施しています。このような

取り組みは鉄道業界初となります。既存建物や資源の再利用による環境負荷の低減

のほか、当社ならではの新しい価値を付加することで、お客さまに選ばれる住宅物件

を目指します。

沿線価値の最大化や新しい価値の創出を図るため、沿線に「住／働／
楽／学」が揃う中核拠点を整備し、多極型まちづくりの実現に貢献 
する

沿線価値の最大化や新しい価値の創出を図るため、沿線に「住／働／
楽／学」が揃う中核拠点を整備し、多極型まちづくりの実現に貢献 
する

交通

不動産

流通

その他

レジャー・
サービス

0

30,000

60,000

90,000

0

10,000

20,000

30,000

44,435

79,413

50,564

60,651

物件名 総戸数 引渡し開始時期
プライム横浜岸谷 115戸 2025年 2月
プライムスタイル横浜生麦 63戸 2025年 2月
プライムパークス横浜並木
ザ・レジデンス〈東敷地〉 199戸 2025年 3月

物件名 総戸数 引渡し開始時期
プライム横浜井土ヶ谷 95戸 2023年11月
プレミアムレジデンス 
横須賀中央 184戸 2024年 2月

プライム川崎 199戸 2024年 3月
プライムフィット横浜富岡 64戸 2024年 3月

6,109 4,579

10,937

6,567
9,660

営業収益構成比※1 

（2023年度）
営業収益・営業利益※2

（百万円）

2023年度および2024年度の主な引渡し物件
2023年度

2024年度（予定）

2019 20212020 2022 （年度）2023

 営業収益（左軸）　  営業利益（右軸）

50,341

プライムフィット横浜富岡 共用部

 2つのプラットフォームにおける位置付け 2つのプラットフォームにおける位置付け

19.0% 9.4%

成長戦略成長戦略

事業別概況

レジャー・サービス事業
事業別概況

不動産事業

天然温泉平和島

38,931

22,619 23,997

2,236 2,236

73.4

85.0

46.7

2,516

85.6

3,050

23.3

3,451

27,388
29,922

5,813

–3,258

208
2,117

4,568

移動プラットフォーム まち創造プラットフォーム相互価値 
共創 移動プラットフォーム まち創造プラットフォーム相互価値 

共創
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 強み
  沿線に密着した幅広いサービスの提供

  長年築きあげてきた地域からの信頼

 主な取り組み
障がい者の活躍の場を創出
　2003年に民鉄業界として初めて、当社の特例子会社として設立された京急ウィズは、地域
社会との良好な関係を発展させるため、障がい者が活躍できる場を創出しています。2024
年6月時点、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づいた当社グループの関係会社 
特例認定会社は、当社と京急ウィズを含め14社で、障がい者雇用率は3.33%となりました。
引き続き誰もが活躍できる職場環境の整備に努めていきます。

ISO認証の取得
　お客さまの満足を得る高品質な商品・サービスを提供するため、品質マネジメントシステムに

関する国際規格「ISO9001」を京急建設と京急電機が取得しています。また、環境に配慮した
事業活動を推進するため、環境マネジメントシステムに関する国際規格「ISO14001」を京急
建設が取得しています。今後も品質の向上や環境配慮への取り組みを積極的に進めます。

　沿線地域に密着した多種多様なサービスの提供を通じて、 

当社グループの企業価値向上や、高付加価値化を目指します。

　利便性の高い立地を活かした百貨店・ショッピングセンター

のほか、スーパーマーケット・コンビニエンスストア等の地域

ニーズに合わせた多様な店舗を展開しています。沿線におけ

る日常利便機能拡充のためのネットワーク形成により、地域活

性化や沿線価値の向上を図ります。

※1 営業収益構成比は、調整前の営業収益で算出しています。
※2  営業収益・営業利益について、2021年度以降は「収益認識に関する会計基準」等を適用し、2020年度以前は適用していません。

※1 営業収益構成比は、調整前の営業収益で算出しています。
※2  営業収益・営業利益について、2021年度以降は「収益認識に関する会計基準」等を適用し、2020年度以前は適用していません。

 強み
  駅ナカ、駅チカをはじめとする好立地における事業展開

  地域密着型の事業展開によって築きあげてきた信頼、ブランド力

  百貨店・ショッピングセンターからコンビニエンスストアなどの幅広いラインナップや、共通のポイントカードの展開による利便性
の向上

 2023年度の主な取り組み
 ㈱エフ・クライミングが京急グループに
　当社は、食品スーパー「ヒルママーケットプレイス」を都内で3店舗、神奈川県内で
3店舗展開する㈱エフ・クライミングの株式取得について、2024年3月に決議し、株
式譲渡契約を締結しました。当社グループのスーパーマーケット業の方針と同社の戦

略の親和性が高く、相乗効果が見込めると判断し、本取引の合意に至りました。株式

譲渡を実行した2024年度からは当社の連結子会社となり、今後は人材交流などを
通じて、同社が強みを持つ生鮮食品分野を中心に連携を加速し、京急ストアとのシナ

ジーを最大限発揮させることで、流通事業のさらなる強化と持続的な成長を目指し 
ます。 ㈱エフ・クライミングが展開する

「ヒルママーケットプレイス」

沿線価値の最大化や新しい価値の創出を図るため、沿線に「住／働／
楽／学」が揃う中核拠点を整備し、多極型まちづくりの実現に貢献 
する

鉄道やバス等の車両修繕・更新工事をはじめとする「移動プラットフォーム」の 
基盤を支える事業と、保育園の運営、家事代行サービスの提供等、沿線地域での
暮らしをより豊かなものとする「まち創造プラットフォーム」を支える事業の 
両プラットフォームから構成

交通

不動産

流通

その他

レジャー・
サービス

営業収益構成比※1（2023年度） 営業収益・営業利益※2

（百万円）

22.7%

 百貨店・SC業の営業収益（左軸）　  ストア業の営業収益（左軸）
 営業利益（右軸）

2019 20212020 2022 （年度）2023

101,297

87,565

69,822 70,449 72,450

2,658

281

763
1,050

2,026

ISO9001 京急建設
京急電機

ISO14001 京急建設

ISO認証の取得状況
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不動産

流通

その他

レジャー・
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58,217

46,197
41,589 43,636

46,162

3,680

2,059
1,678 2,007

1,530

営業収益構成比※1（2023年度） 営業収益・営業利益※2

（百万円）

14.4%

 営業収益（左軸）　  営業利益（右軸）
2019 20212020 2022 （年度）2023

　完成工事の増加等により増収となりましたが、工事損失引当金の計上により減益となりました。この結果、2023年度のその他の事業
の営業収益は461億6千2百万円（前年度比5.8%増）、営業利益は15億3千万円（前年度比23.7%減）となりました。

　百貨店・SC業では、リニューアルにともなう一部区画の休業等により減収となったものの、水道光熱費等の減少により増益となりました。
またストア業では、スーパーマーケットやコンビニにおける売上の増加等により増収増益となりました。この結果、2023年度の営業収益
は724億5千万円（前年度比2.8%増）、営業利益は20億8千6百万円（前年度比98.5%増）となりました。

BUS I N ESS  H I GH L I GHTSBUS I N ESS  H I GH L I GHTS

 2つのプラットフォームにおける位置付け 2つのプラットフォームにおける位置付け

2.85 2.87
3.17 3.33

2.95

（注） 2024年6月時点

（%）
障がい者雇用率の推移

（年）2020 20222021 2023 2024

事業別概況

その他の事業
事業別概況

流通事業

（注） 各拠点に対する適用率は、各社ともに100%

成長戦略 成長戦略

移動プラットフォーム まち創造プラットフォーム相互価値 
共創 移動プラットフォーム まち創造プラットフォーム相互価値 

共創
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2029 ～ 2040

敷地面積 約23,600m2

延床面積 約313,100m2

事業主体 当社、トヨタ自動車㈱

総事業費 約2,400億円（当社負担分）

23-29F ホテル

7-22F オフィス

5-6F カンファレンス

B1-4F 商業

B2-B1F 多目的ホール

 高輪3丁目地区開発計画  駅街区地区開発計画

 品川駅付近連続立体交差事業  事業完了：2029年度（予定）

　2024年3月に、トヨタ自動車㈱と品川駅西口地
区のまちづくり推進のために共同で建物を建設・運

営することに関する契約を締結しました。本施設に

新東京本社を開業する同社とともに、国際交流拠

点・品川の中核をなす高輪3丁目地区開発を推進 
していきます。

　泉岳寺駅から新馬場駅までの約1.7kmの区間に
おいて道路と鉄道を連続的に立体交差化し、3か所
の踏切を除去することで、安全性の向上を図ります。

　また、品川駅を地平化・2面4線化することで利
便性を向上するとともに、羽田空港第1・第2ターミ
ナル駅引上線整備と合わせることで、羽田空港アク

セス強化にも寄与します。
（注）  連続立体交差事業は、東京都が事業主体となり、「道路整備」の一環と 

して施行する都市計画事業です。

スケジュール：2025年度着工～2029年度開業（予定）

地上29階・地下4階・延床面積約31万m2の
大規模複合施設

オフィス

豊かな緑を感じられるバルコニーやオ
フィスサポートラウンジを整備し、ウェ
ルネスを重視した快適な業務環境を
実現

商業施設

暮らす人や来街者が緑豊かな空間で
過ごすシーンや新しい体験・交流の賑
わいシーンを提供

屋外広場

イベント開催による賑わい創出、緑豊
かな滞在空間の提供、災害時には帰
宅困難者の受け入れ

成長戦略

緒元 北地区 南地区（南-a） 南地区（南-b）
敷地面積 約14,700m2 約17,300m2 約1,500m2

延床面積 約165,000m2 約201,000m2 約8,300m2

主要用途 事務所、店舗、  
駅施設等

事務所、店舗、宿泊施設、 
MICE施設、駅施設等 事務所、店舗等

階数 地上28階 地下3階 地上28階 地下2階 地上9階 地下1階
工期（予定） 2025～2030年度 2025～2036年度 2030～2032年度
事業主体 東日本旅客鉄道㈱ 当社 当社

品川駅北周辺地区 
（高輪ゲートウェイシティ）

品川駅 
港南側地区

品川駅 
東口北地区

芝浦水再生 
センター地区

品川浦・ 
旧東海道地区 

リニア中央新幹線 
新駅

白金高輪駅
品川駅泉岳寺駅

高輪ゲートウェイ駅

南北線延伸 
（品川地下鉄構想）

泉岳寺駅改良事業

駅地平化 連続立体交差事業駅街区

泉岳寺駅地区 
第二種市街地再開発品川を日本の成長を牽引する

国際交流拠点へ
　京急グループにとどまらず、日本の成長を牽引することが期待されている品川エリア。当社グループでは横浜とともに 

沿線の最重要拠点であるデュアルコア、羽田とともに玄関口であるデュアルゲートウェイに位置付けており、品川駅周辺の開発 

事業は、沿線全体の持続的な発展において大きな役割を担うこととなります。

　また、品川エリアにおいても、まちづくりにあわせて鉄道などの移動プラットフォームの充実を図り、相互価値共創を実現していき

ます。

安全で快適なまちづくりのための取り組み

　京急線品川駅の地平化とともに、世界と日本各地から人々を迎え入れる

「日本の玄関口」となるように駅・まち一体型の駅ビル開発を目指し、2024
年4月に都市計画決定がなされました。
　1階・2階部分に北街区と南街区にまたがって駅施設を設けるとともに、
リニア・鉄道・バス等との乗り換えをスムーズにできる歩行空間を設けま

す。駅上部には北街区、南街区のそれぞれの建物を計画しています（当社

範囲は南街区のみ）。高層階には事務所を中心に配置し、南街区の南側に

はMICE施設と宿泊施設を、他の低層階には店舗を配置する予定です。 
さらに、両街区を一体的につなぎ、屋上広場や各機能が一体となった空間

として国内外の多様な人々による新たな交流・協働を促進し、新たな価値・

文化の創出・発信に取り組む空間を中層階に整備する計画としています。

高輪4丁目地区 
（ウィング高輪）

駅街区 
地区開発

高輪3丁目 
地区開発
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長井  グループ全体がこれまで以上に連携を深め、「移動」と

「まち創造」両方の整備を同時に進めていくことで、エリアの 

価値をさらに高めていけるのではないでしょうか。また、駅周り

の開発にとどまらず、より広域なエリアとして捉え、「移動」と「ま

ち創造」の相乗効果を地域全体に広げていくことが理想だと 

考えます。

戸川  私も2人と同意見です。高輪3丁目地区の複合施設で

はMICE施設等も計画されていますが、羽田空港からのアクセ

スをはじめ、交通利便性の向上は施設の魅力向上にも直結す

ると考えています。

　また当社グループは、品川の地で100年以上も前から、地域

の方々に寄り添いながら交通網の整備やまちづくりを進めてき

ました。沿線地域との強固な信頼関係は、他社にはない大き

な強みではないでしょうか。地域に密着した「ローカルプラット

フォーマー」としての役割を果たしていきたいです。

  品川駅周辺開発事業における今後の課題と、自身の抱負についてお聞かせください。

池本  当社が手掛けている工事は長期間にわたります。その

間、地域住民の方をはじめとしたお客さまにご迷惑をおかけす

ることになるため、いかに工事を円滑に進められるかが課題で、

グループ会社や外部パートナーとの連携が不可欠だと考えま

す。また、昨今の資材価格の高騰という課題にも直面しており、

適切なコスト管理が重要です。

　課題も多くありますが、このような大きなプロジェクトに携

われるチャンスはなかなかないので、京急の象徴となるエリア

として、「移動」と「まち創造」共通のテーマに基づいた開発を

進めていくことで、10年、20年後に「品川は変わった」と言っ

てもらえたらいいですね。

戸川  当社グループがこれほどの大規模な複合施設開発を

手掛けるのは初めてです。間違いなく会社の象徴としていかな

くてはいけないプロジェクトであり、これをきっかけに京急のこ

とを広く知っていただく機会になれば嬉しいですね。

　現在は、高輪3丁目地区の複合施設の着工に向けて検討が

進んでいますが、プロジェクトが竣工した後の運営管理も課題

だと感じています。今後は、外部との連携も含めて、運営体制・

運営方法を適切に整理する必要があります。また、物価や人件

費の高騰が続いているため、従来と同じやり方の運営管理は

行えないという認識のもと、次世代技術など新たな取り組みを

含め社内で検討していきたいと思います。

長井  品川をさまざまな人にとって需要があるまちにするこ

とで、「行きたくなるまち」にしたいと考えています。また、第20

次総合経営計画の重点事業展開にもあるとおり、本プロジェ

クトを通じて、品川エリアの賑わいを、少しでも多く三浦半島を

はじめとする京急沿線各地に波及させたいですね。引き続き 

さまざまなプロジェクト関係者と密に連携し、円滑にプロジェ

クトが進むよう、私自身貢献していきたいと思います。

  品川駅周辺開発事業における自身の役割について、プロジェクトを推進するうえでのやりがいや
魅力を踏まえて教えてください。

池本  私は技術系総合職として入社し、かつて当社が運営し

ていた複合施設「SHINAGAWA GOOS（シナガワグース）」

の解体工事計画や、高輪3丁目地区の複合施設の計画に従事

した後、2024年3月からは品川駅付近の連続立体交差事業

に携わり、品川駅の建替工事などを担当しています。

　品川は、港南口においてオフィス街の印象が強い一方で、高

輪口の印象は比較的薄いと感じています。当社グループの事業

を通じて高輪口のイメージを変えていくという品川の転換期に

携われることを嬉しく思います。

長井  品川駅周辺開発事業の担当となり2年半が経ちまし

た。現在は高輪3丁目地区の複合施設について、コロナ後の多

様な働き方に応じたオフィスの商品企画と、オフィスおよび商

業のリーシングを担当しています。

　現在の品川は、渋谷や東京駅周辺と比較すると、池本さんの

言う通り、世間的に確立されたイメージがないと感じています。

一方で、当社グループは高輪口側を中心にさまざまなプロジェ

クトを推進しており、まちづくりを通じて新たに品川の魅力をつ

くっていける余白が多く残っています。そうした点に、一開発担

当者としてやりがいを感じています。

戸川  品川駅周辺開発事業の担当者として約3年間、さまざ

まな業務に携わりましたが、現在は高輪3丁目地区に建設する

複合施設全体の収支管理や運営管理計画などを担当していま

す。この施設は西口地区で最初に竣工するため、西口を印象付

ける重要な役割があると考えています。2024年3月に共同事

業に関する契約を新たに締結したトヨタ自動車㈱とは、お互い

の視点の違いを活かし、まちづくりについて検討を重ねており、

多様な視点が品川における価値創造の可能性をより一層広げ

ていると日々実感しています。また品川エリアでは、他事業者

によるプロジェクトも多く進んでおり、皆さんとの連携によりさ

らに面白いまちになっていくと期待しています。

  第20次総合経営計画において、沿線価値共創戦略が策定されました。品川エリアにおいて 
「移動」と「まち創造」の相互価値共創はどのような相乗効果を生むと考えますか。

池本  例えば、駅街区地区では品川駅直上の複合施設が計

画されていますが、このように「移動」と「まち創造」の拠点が

共存することは、鉄道会社ならではのプロジェクトではないか

と考えます。さらなる人流の促進が期待され、品川がより賑わ

いのあるまちになると思います。

　また、私が担当する連続立体交差事業による品川駅の2面

4線化工事等を通じて、「移動」の利便性をさらに向上させてい

くことで、「まち創造」との相乗効果もより大きなものになると

期待しています。

成長戦略

京浜急行電鉄株式会社 
鉄道本部建設部 

（品川連立・泉岳寺駅担当） 
課長補佐

池本 嶺

京浜急行電鉄株式会社 
生活事業創造本部開発事業部 

（品川開発担当） 
主査

長井 理穂

京浜急行電鉄株式会社 
生活事業創造本部開発事業部 

（品川開発担当） 
課長補佐

戸川 雅也

　沿線価値共創戦略における「移動」と「まち創造」の両プラットフォームによる相互価値共創を踏まえ、品川駅周辺開発事業に

おける課題や抱負について、プロジェクトに携わる社員3名に話を聞きました。

品川を日本の成長を牽引する国際交流拠点へ：社員座談会


